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新技術活用の背景

•新技術活用システムの概要

•新技術情報提供システム（NETIS）の概要

•新技術情報提供システム（NETIS）の改良
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政府投資額(兆円)

民間投資額(兆円)

許可業者数(千業者)

就業者数(万人)

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

3

（年度）

出所：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については2018年度まで実績、2019年度・2020年度は見込み、2021年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。2011年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について2010年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の1992年度：約84兆円から2010年度：約41兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
2021年度は約63兆円。（ピーク時から約25％減）。

○ 建設業者数（2020年度末）は約47万業者で、ピーク時（1999年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（2020年平均）は492万人で、ピーク時（1997年平均）から約30％減。

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（1997年平均）

就業者数
ピーク時比
▲29.6%

482万人
（2021年平均）

474千業者
（2020年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲21.1%

建設投資
62.7兆円

建設投資
ピーク時比
▲25.4％

許可業者数のピーク
601千業者（1999年度末）

建設投資のピーク
84.0兆円（1992年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者

リーマンショック

東日本大震災



○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 492万人（R２）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 37万人（R２）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  318万人（R２）

○ 建設業就業者は、55歳以上が36％、29歳以下が約12%と高

齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち令和元年と比較して

55歳以上が約1万人増加、29歳以下は増減なし。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）

建設業就業者の現状

505 500 492 498 50
3

建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）



出典：資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」(平成29年推計)

(注) 1.2016年以降は、将来推計人口は、出生中位(死亡中位)推計による。
2.2015年までは総務省「国勢調査」(年齢不詳をあん分した人口)による。

生産年齢人口の推移
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（参考）主な推計の実施条件
１．国土交通省所管12分野（道路、河川・ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、空港、航路標識、公園、公営住宅、官庁施設、観測施設）の国、都道府県、市町村、地方公共団体、地方道路公社、
（独）水資源機構、一部事務組合（海岸、下水道、港湾）、港務局（海岸、港湾）が管理者のものを対象に推計。
鉄道、自動車道は含まれていない。このほかに、高速道路6会社は、維持管理・更新費として約19.4兆円（2019～2048年度）を予定。
２．更新時に、現行基準への適合のための機能向上を実施。
３．点検・修繕・更新等を行う場合に対象となる構造物の立地条件や施工時の条件等により、施工単価が異なるため、この単価の変動幅を考慮し、推計値は幅を持った値としている。

社会インフラの維持管理費の推移
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建設業就業者不足よる影響
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H23.10~H24.9までの東北地方整備局管内における入札不調・不落の発生状況

会計検査院 平成２４年度決算報告書 第4章 国会及び内閣に対する報告並びに国会からの検査要請事項に関する報告等
第1 東日本大震災からの復旧・復興事業における入札不調について より



•新技術活用の背景

 新技術活用システムの概要

•新技術情報提供システム（NETIS）の概要

•新技術情報提供システム（NETIS）の改良
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『公共工事等における新技術活用システム』
～有用な新技術の積極的な活用を推進するための仕組み～

新技術活用の目指すもの

9

• 豊かな国民生活の実現と安全の確保
• 環境の保全・良好な環境の創出
• 自立的で個性豊かな地域社会の形成

平成10年度～ 運用開始

〔 目 的 〕
･ 民間事業者等による技術開発の促進
･ 優れた技術の創出により公共工事等の品質を確保
･ 良質な社会資本の整備に寄与



新技術情報提供システム
（New Technology Information System）

を中核とする、

 新技術情報の収集と提供

 新技術の活用

 新技術の効果の評価

 新技術の活用促進

一連の流れを体系化したもの

新技術活用システムとは、民間事業者等により開発された有用な新技術を
公共工事等において積極的に活用していくためのシステム
注意！ 新技術活用システム ≠ NETIS(新技術情報提供システム)

新技術の
開発・改良
（開発者）

新技術の活用
（公共工事）

新技術の
客観的評価

（産学官の評価会議）

登録

情報
提供

評価の
公表

NETIS

新技術活用システムとは

10

新技術活用システムイメージ



新技術活用システムの沿革
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本格運用

（１）「新技術情報システム(NETIS)」による情報の収集及び一般提供
（２）「新技術活用評価委員会」による適用性等評価の実施
（３）有用な新技術の公共事業への活用

H17.4.1「公共工事等における技術活用システム（評価試行方式）」実施要領（案）
（１）「評価試行方式」「フィールド提供」「推奨技術選定」の設定。
（２）産学官連携による「新技術活用評価委員会」の拡大・強化。

平成13年度

平成17年度

H18.7 「公共工事等における新技術活用システム」実施要領制定
（１）事後評価の実施・徹底及びＮＥＴＩＳの再構築
（２）新技術活用の体系化 （大規模工法を試行・評価し、活用する仕組みも位置づけ）
（３）新技術の試行・評価から活用までの道筋の強化

平成18年度

（１）新技術を現場で活用することにより、その適用性の評価等を実施
（２） 「新技術情報システム(NETIS)」の省内運用

平成10年度 「公共事業における新技術活用促進システム」

「公共事業等における新技術活用システム」

（１）事後評価に必要な「活用件数」を10件から5件に緩和
（２）効果発現に一定期間を要する技術等に「追跡調査」を追加
（３）試行現場の照会先を発注者に加え施工者へも拡大

平成21年度

運用開始

再編・強化（試行）

改 編

再編・強化後
本格運用開始

運用状況を
踏まえた改正

（１）「テーマ設定型（技術公募）」の設定平成26年度

（１）新技術募集前の評価指標、要求水準の提示平成28年度

（１）外部機関の活用により「テーマ設定型（技術公募）」の技術比較表作成やNETIS登録を
迅速化

（２）現場導入促進にむけた有用な新技術をリスト化して公表

平成30年度

令和2年度 （１）新技術活用の原則義務化にともなう活用方式の追加・変更



「新技術」とは、
 技術の成立性が技術を開発した民間事業者等により実験等の方法で確認されている。
 実用化している公共工事等に関する技術
 当該技術の適用範囲において従来技術に比べ活用の効果が同程度以上の技術又は 同程度
以上と見込まれる技術

「公共工事等における新技術活用システム」実施要領（H18.7月制定、R4.4月改定）より

「技術の成立性」とは、論理的な根拠があり、技術的な事項に係る性能、機能等が当該技術の
目的や国が定める基準等を満足することをいう。
「実用化」とは、利用者の求めに応じて当該技術を提供可能な状態にあるものをいう。
「従来技術」とは、公共工事等において標準的に使用される技術等をいう。
「従来技術に比べ活用の効果が同程度」とは、技術的事項及び経済性等の事項のうち、一部の
事項は従来技術より優れているかまたは劣っているが、総合的な効果では従来技術と同一の度合
いであると判定することをいう。

新技術活用システムでの「新技術の定義」

12



①技術の成立性
②実用化している
③従来技術よりも同等以上

④実用化していない技術
国が導入促進を図る技術

技術全体

新技術とは、①技術の成立性が技術を開発した民間事業者等により実験等の方法で確認されており、②実用化している公共工事
等に関する技術であって、③当該技術の適用範囲において従来技術に比べて活用の効果が同程度以上の技術又は同程度以上と
見込まれる技術（公共工事等における新技術活用システム実施要領）

上記①②③に加えて、④実用段階に達していない技術又は要素技術など研究開発段階にある技術であって
国により導入促進を図る技術を追加（新技術導入促進（Ⅱ）型）。

：新技術原則義務化の範囲

実用化

※新技術の概念から外れる

●過去に選定された推奨・準推
奨技術
●一般化した技術あるいは古く
なった技術

研究・開発段階 現場での活用・実用化段階 一般化・標準化

ニーズ・シーズマッチング

NETIS

新技術導入促進（Ⅱ）型 新技術導入促進（Ⅰ）型

テーマ設定型

ICT施工技術、BIM/CIM

新技術活用システムでの「新技術の定義」

：新技術の範囲



（件数：R4.4時点）

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活用・評価し
技術開発を促進していくためのシステム（平成13年度より運用）。

活用 事後評価
新技術データベース
『ＮＥＴＩＳ』

Web上で情報提供
http://www.netis.mlit.go.jp 技術の成立性や活

用効果等を5件以上
の活用結果に基づ
き評価

直轄工事等において、施
工条件等に適した新技術
を活用

公共工事等に関する
、実用化された技術
を申請、登録

テ
ー
マ
設
定

試
行
調
査

評
価

現場活用を迅速化する取組の強化（H28から）

公
募

直
轄
工
事
等
に
お
け
る
現
場
ニ

ー
ズ
に
沿
っ
た
テ
ー
マ
を
設
定

・年間約6,600件（43%)の
直轄工事で活用

・活用延べ新技術数は、年
間約24,500技術

各地方整備局技術事
務所にて受付

更
な
る
技
術
の
開
発
・改
良

技
術
開
発
成
果
（有
用
な
技
術
）の
普
及

技
術
の
開
発
・実
用
化

有
用
な
技
術
の
積
極
的
な
活
用

迅速化

技術のスパイラルアップ

公共工事等における新技術活用システム

適
合
性
の
検
証

適
合
技
術
の
選
別

公共工事等における新技術活用システム
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登録
（R2年度実績）

情報収集 情報提供



試行
申請型

施工者
選定型

フィールド
提供型

◆開発者の申請により申請情報の妥当性を現場で確認する場合
⇒事後評価未実施技術を対象に、申請者（技術開発者）からの申請により、試行現
場を照会し活用を行うタイプ

◆施工者から契約前もしくは契約後に提案があった場合
⇒施工者からの提案に基づき、新技術の活用を行うタイプ

◆ニーズにあった新技術を募集し、使ってみる場合
⇒ニーズにあった新技術を開発者から募集し、審査・選考して活用を行うタイプ

発注者
指定型

◆発注者がこの新技術を使うようにと指定する場合
⇒現場ニーズ等により必要となる新技術を対象に、発注者の指定により活用を行うタイプ
⇒（選択肢提示型：Ｒ２年度新設）
テーマに基づく複数の新技術を選択肢として提示し、契約後に施工者が選択肢から技術を
選定するタイプ

15

テーマ設定
(技術公募)

◆技術募集テーマを明確に設定のうえ、新技術を募集し、使ってみる場合
⇒技術開発者からテーマにあった新技術を募集し、選考して活用を行うタイプ
活用後は、評価結果に基づき「技術比較資料」を公表する

新技術の活用

15



評価会議にて評価した
「活用効果評価結果」を公表。

①「所見」
・ 当該技術の特性や優位性などをコメント

②「次回以降の評価に対する視点と評価の必要性」
・ 今後活用時の調査項目や次回評価の必要性を記載

③「留意事項」
・ 今後の活用における留意点をコメント

④「活用効果調査表における改良点及び要望」
・ 技術を活用した施工者、監督職員からのコメント

⑤［参考］ 「項目の平均と従来技術の比較」
・ 技術の特性（経済性、工程、品質・出来形、安全性、
施工性、環境の６項目）をレーダーチャートで表示

⑥［参考］ 「活用効果調査結果」
・ 評価対象工事と工事毎の６つの評価項目の評価結果
を掲載

⑦「今後、当該技術を活用できる工事に活用したいか」
・ 技術を活用した施工者、監督職員からの意向を集計表
示

①

⑤

⑥

③

④

⑦

②

事後評価（活用効果評価表）の公表

16



新技術（NETIS登録技術）

地方整備局等

・総合的に活用の効果が優れている
・特定の性能又は機能が特に優れている技術等

公共工事等に関する技術の水準を一層高める
ために選定された、画期的な新技術

公共工事等に関する技術の水準を一層高める
ために選定された、画期的だが、更なる発展を
期待する部分がある新技術

推奨技術(2件) 準推奨技術(7件)

他機関等の実績に基づき、公共工事等に関す
る技術水準等を高めることが見込める技術

評価促進技術(3件)

新技術の活用促進

新技術活用システム検討会議(本省)

活用促進技術 200件

新技術活用評価会議が指定した有用な新技術
200件

約2,800件
選定件数は令和4年4月時点

活用促進技術を｢本省｣に推薦

新技術活用評価会議(整備局等)

評価情報(活用効果評価、試行実証評価及び事前審査)
に反映された技術 〔－VE,－VR〕 約800件

• 関係研究機関又は第三者機関等
が、主として技術の画期性等の観
点から推薦する技術

他機関・研究機関等

• システム検討会議の委員が推薦す
る技術

〔設計比較対象技術 少実績優良技術など旧実施要領での技術を含む〕
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■完成検査時の工事成績評定
NETIS登録された新技術を活用し、活用の効果が確認できた場合

(新技術活用計画書の提出及び新技術活用効果表が提出が必須)

工事成績評定で加点（最大３点の加点）
※平成２５年度より、事後評価未実施技術も事後評価で
「有用とされる技術」と同等に評価

■総合評価方式における入札契約手続き
○施工能力評価型
企業の能力評価等の新技術項目(新技術導入促進型)又はオプション項目

ＮＥＴＩＳ登録の新技術の活用等を行う提案

加算点の対象

新技術活用の活用促進（工事契約におけるインセンティブ）

18

○総合評価落札方式で新技術の提案をすることにより加算点の対象となる。
さらに 工事成績評定においても加点となる。



施工能力評価型
総合評価落札方式において、新技術活用の加点措置。(自由設定項目)
(新技術導入促進型では自由設定しない)

技術提案評価型Ｓ型
（ＷＴＯ以外）

標準タイプ

地域密着型
施工能力評価型Ⅱ型

標準タイプ

地域密着型
施工能力評価型Ⅰ型

総合評価落札方式の対象

・当該工事の関連分野の技術開発実績の有無及び有用な新技術の活用
・ICT施工技術の活用

※独自に新技術活用実績表彰を実施している発注事務所があります。

発注事務所が新技術の項目を２つ設定している場合、最大で2点の加点があります

※令和３年度入札・契約、総合評価ガイドブックP.11より引用 19

新技術の活用促進（工事契約におけるインセンティブ）



項目 細目 評価項目
技術提案評価型S型

（WTO以外）
技術提案評価型S型

（WTO）

満点 評価点 選択 満点 評価点 選択

技術
提案

施工計画

工程管理、材料の品質管理、施工上の課題に係わ
る技術的所見。施工上配慮すべき事項、安全管理
に留意すべき事項。
（提案数5項目のうち、○※項目は指定するテーマに
関する、新技術の提案を求める）※項目数は工事
毎に設定

30点
30点
(15)※1 ◎

ＶＥ提案等の
技術提案

総合的なコスト、性能、機能、社会要請、施工計画。 30点
30点
(15)※1 ○

工事全般の
施工計画

施工上配慮すべき事項等の技術的所見。
（提案数5項目のうち、○※項目は指定するテーマに
関する、新技術の提案を求める）※項目数は工事
毎に設定

30点
【60】※2

30点
【60】※2 ◎

ヒアリング ※必要に応じて実施 ※ ○

企業の
技術力

企業の
施工能力

同種工事の施工実績

15点

4点 ◎

工事成績 4点 ◎

優良工事表彰 2点 ◎

自由設定項目
技術開発実績の有無及び有用な新技術の活用

自由設定項目 5点 ○

配置予
定技術
者の技
術力

配置予定
技術者の能力

同種工事の工事経験

15点

4点 ◎

同種工事の工事成績 4点 ◎

優秀工事技術者表彰 3点 ◎

自由設定項目 自由設定項目 4点 ○

合 計 60点 60点

新技術導入促進型Ⅰ型（建設現場におけるイノベーションの推進、生産性の向上） 《継続》

【目的】 発注者が指定するテーマについての実用段階にある新技術（Ⅰ型）を有効に活用し、効率的な施工管理・安全管理等による工事品質の向上を
図るための方式。

【概要】 ＜施工能力評価型Ⅰ型＞
○発注者が指定するテーマに関する実用段階にある新技術を対象に、NETIS登録の新技術を競争参加者が事前に申請。

○活用すると申請したにも拘わらず、受注者の責により履行されていないと判断された場合は、工事成績評定を3点減点する。
＜技術提案評価型S型＞
○発注者が指定するテーマに関する新技術の提案を求める。

【配点表】（施工能力評価型Ⅰ型・Ⅱ型） 【配点表】（技術提案評価型S型）

【対象工事】 ○工事種別：全て
○新技術導入促進（Ⅰ）型 … ・施工能力評価型Ⅰ型、Ⅱ型、技術提案評価型Ｓ型

項目 細目 評価項目

施工能力評価型
（標準タイプ）

施工能力評価型
（地域密着工事型）

満点 評価点 選択 満点 評価点 選択

施工
計画

簡易な
施工計画

可・不可（欠格）
※施工能力Ⅰ

型のみ
◎

可・不可（欠格）
※施工能力Ⅰ

型のみ
◎

企業の
技術力

企業の
施工能力

同種工事の施工実績

20点

5点 ◎

20点

2点 ○

工事成績
（都県・政令市の成績も評価可能）※3 6点 ◎ 4点 ◎

新技術の導入促進
※発注者が指定するテーマ

3点 ◎ 3点 ◎

地域精通度・
地域貢献度

近隣の施工実績 2点 ◎

緊急時の施工体制 2点 ◎

災害協定の有無 2点 ◎

災害活動実績の有無 2点 ◎

自由設定項
目

技術開発実績の有無及び有用な新技術の活
用

自由設定項目 6点 ○ 3or5点 ○

配置予
定技術
者の技
術力

配置予定
技術者の能

力

同種工事の工事経験

20点
《10点》※4

6点
《3点》※4 ◎

20点
《10》※4

6点
《3点》※4 ◎

同種工事の工事成績
（都県・政令市の成績も評価可能）※3

6点
《3点》※4 ◎

6点
《3点》※4 ◎

優秀工事技術者表彰
（都県・政令市の表彰も評価可能）※3

4点
《2点》※4 ◎

4点
《2点》※4 ◎

自由設定項目 自由設定項目
4点

《2点》※4 ○
4点

《2点》※4 ○

合 計
40点

《30点》※4
40点

《30点》※4

※1 評価項目を2項目設定した場合は（）書きの点数とする
※2 ＶＥ提案等の技術提案を省略した場合は【】書きの点数とする
技術提案評価型S型（WTO）の場合、「工事全般の施工計画」に加え「VE提案等の技術提案」にも新技術の提案を求めることができる。
また「VE提案等の技術提案」のみで新技術の提案を求めることも可能。
※3 都県・政令市の成績、表彰を対象に出来る工事種別は「一般土木」「As舗装」「維持修繕」の3工事種別。
※4 「配置予定技術者の技術力_同種工事の工事経験」において２段階評価とした時は《 》の配点とする。

◎：必須 ○：選択

※令和３年度入札・契約、総合評価ガイドブックP.21より引用

新技術の活用促進（工事契約におけるインセンティブ）



項目 細目 評価項目
技術提案評価型S型

（WTO以外）
技術提案評価型S型

（WTO）

満点 評価点 選択 満点 評価点 選択

技術
提案

施工計画
工程管理、材料の品質管理、施工上の課
題に係わる技術的所見。施工上配慮すべ
き事項、安全管理に留意すべき事項。

15 15 ◎

新技術の
実証

指定されたテーマについて、実証する技術
の内容、現場実証の方法、今後の活用の
見通し。

15 15 ◎ 30 30 ◎

工事全般の
施工計画

施工上配慮すべき事項等の技術的所見。 30 30
(15)※1 ◎

ヒアリング ※必要に応じて実施 ※ ○

新技術導入促進型Ⅱ型（建設現場におけるイノベーションの推進、生産性の向上）

【目的】 発注者が指定するテーマについての実用段階に達していない技術又は研究開発段階にある技術（Ⅱ型）を有効に活用し、効率的
な施工管理・安全管理等による工事品質の向上を図るための方式。

【配点表】（技術提案評価型S型）

【対象工事】 ○工事種別：全て
○新技術導入促進（Ⅱ）型 … ・技術提案評価型Ｓ型

項目 細目 評価項目
技術提案評価型S型

（WTO以外）
技術提案評価型S型

（WTO）

満点 評価点 選択 満点 評価点 選択

企業の
技術力

企業の
施工能力

同種工事の施工実績

15

4 ◎

工事成績 4 ◎

優良工事表彰 2 ◎

自由設定項目
技術開発実績の有無及び有用な新技術の
活用

自由設定項目 5 ○

配置予
定技術
者の技
術力

配置予定
技術者の能力

同種工事の工事経験

15

4 ◎

同種工事の工事成績 4 ◎

優秀工事技術者表彰 3 ◎

自由設定項目 自由設定項目 4 ○

合 計 60 60

※1 評価項目を2項目設定した場合は（）書きの点数とする

◎：必須 ○：選択

【概要】 ＜技術提案評価型S型＞
○発注者が指定するテーマに関する実用段階に達していない技術又は研究開発段階にある技術（NETIS登録技術でない

若しくはNETIS登録申請中の技術でない技術）を競争参加者に提案を求める。

○指定されたテーマについて、実証する技術の内容、現場実証の方法、今後の活用の見通し等を求める。

○評価項目 ： 技術提案（新技術の実証）（３段階評価：Ⅱ（30（15））、Ⅰ （15（8）） 、□ （不採用））
Ⅱ （30（15）） ：新規性、有効性、現場実証の実現性、今後の活用の見通しについて、より具体的に認める提案である。
Ⅰ （15（8）） ：新規性、有効性、現場実証の実現性、今後の活用の見通しについて、認める提案である。
□ （不採用）：新規性、有効性、現場実証の実現性、今後の活用の見通しについて、認められない提案である。

《継続》

※令和３年度入札・契約、総合評価ガイドブックP.22より引用

新技術の活用促進（工事契約におけるインセンティブ）



工事成績における新技術活用の加点措置。(技術検査官評定部分)
(技術検査官の評定は４０％が工事成績に反映 最大加点3点×４０％＝１．２点加点)

新技術の活用促進（工事契約におけるインセンティブ）



新技術活用における注意点

工事成績の加点には活用計画書及び活用効果調査表（情報種別記号「VE」は不要）の提出が必須



写真管理の生産性向上に資する技術リスト

（R4.3）

 No. 技術名称 NETIS番号

1
SnapChamber電子小黒板アプリ
 (スマートデバイス用)

KT-160005-VE

2 蔵衛門Pad KTK-160024-VE

3 工事写真黒板自動解析システム HR-190001-A

4 Booth工事写真アプリ KK-130056-VE

5 &ANDPAD KT-180049-A

6
スマートデバイス用
デジタル野帳アプリ

KT-180030-VE

7 調査写真撮影用アプリ QS-170010-A

8 cyzen KT-170025-A

9
データ共有クラウドサービス
「CIMPHONY Plus」

KK-210003-A 

10 BeingCollaboration PM KT-160033-VE 

11 積算データ活用施工管理システム KK-120022-VE 

12 フォトラクション KT-200062-A 

施工管理における写真管理の生産性向上に資する技術　　　　　　　(別紙２）


依頼書

																		○

																		×

				テーマ:   施工管理における写真管理の生産性向上に資する技術

				新技術名称		NETIS番号 バンゴウ		分類１ ブンルイ		分類２ ブンルイ		分類３ ブンルイ		分類４ ブンルイ		分類５ ブンルイ		写真管理
コスト・生産性 シャシン カンリ セイサンセイ		写真撮影
コスト・生産性 シャシン サツエイ セイサンセイ		写真・資料管理
コスト・生産性 シャシン シリョウ カンリ セイサンセイ		写真・施工管理
コスト・生産性 シャシン セコウ カンリ セイサンセイ		写真管理
機能の有無 シャシン カンリ キノウ ウム		キ－ワード		登録年度 トウロク ネンド		登録期間 トウロク キカン		掲載期限 ケイサイ キゲン

				SnapChamber電子小黒板アプリ (スマートデバイス用)		KT-160005-VE		ＣＡＬＳ関連技術
その他 カンレン ギジュツ タ		土工 － 施工管理 － 施工管理 － 出来形管理								○		○		×		×		○				2016		10		3/31/27

				土木標準積算データを利用した施工管理システム[デキスパート]		KK-110050-VE		ＣＡＬＳ関連技術
その他 カンレン ギジュツ タ										○		○		×		×		○				2011		10		3/31/22

				CAD機能を搭載した土木測量支援現場端末システム(TREND-FIELD)		KK-120004-VE		土木　施工管理　施工管理
出来形管理 ドボク セコウ カンリ セコウ カンリ デキ カタ カンリ		共通工 － 情報化施工		調査試験 － 測量 － 地上測量						×		×		×		×		×		出来形管理
出来形測量 デキガタ カンリ デキ カタ ソクリョウ		2012		10		3/31/23

				蔵衛門Pad		KTK-160024-VE		港湾・港湾海岸・空港
土工　施工管理 コウワン コウワン カイガン クウコウ ドコウ セコウ カンリ		港湾・港湾海岸・空港 － 維持補修工 － 施工管理		空港土木 － 施工管理		空港舗装工 － 施工管理		撤去工 － 施工管理 		○		○		×		×		○				2016		10		3/31/27

				工事写真黒板自動解析システム		HR-190001-A		ＣＡＬＳ関連技術
その他 カンレン ギジュツ タ		土工 － 施工管理 － 施工管理 － 出来形管理 		建築 － 施工管理 － 施工管理 － 出来形管理 		コンクリート工 － 施工管理 － 施工管理 － 出来形管理 		建築設備（電気） － 施工管理 － 施工管理 － 出来形管理		○		○		×		×		○				2019		5		3/31/25

				Booth工事写真アプリ		KK-130056-VE		ＣＡＬＳ関連技術
その他 カンレン ギジュツ タ		その他 － その他 								○		○		×		×		○				2013		10		3/31/24

				&ANDPAD		KT-180049-A		ＣＡＬＳ関連技術
その他 カンレン ギジュツ タ										×		×		○		×		○		写真・資料管理
施工性の向上
工程の短縮
経済性の向上
品質の向上 シャシン シリョウ カンリ セコウセイ コウジョウ コウテイ タンシュク ケイザイセイ コウジョウ ヒンシツ コウジョウ		2018		5		3/31/24

				スマートデバイス用デジタル野帳アプリ		KT-180030-VE		ITS関連技術
その他 カンレン ギジュツ タ		ＣＡＬＳ関連技術 － その他 		土工 － その他 		建築 － 施工管理 － 施工管理 － その他 		調査試験 － 構造物調査 － その他 		×		○		×		×		○				2018		10		3/31/29

				調査写真撮影用アプリ		QS-170010-A		ＣＡＬＳ関連技術
その他 カンレン ギジュツ タ		建築 － 改修工事 								○		○		×		×		○				2017		5		3/31/23

				cyzen		KT-170025-A		建築　施工管理
施工管理　出来形管理 ケンチク セコウ カンリ セコウ カンリ デキ カタ カンリ										○		○		×		×		○				2014		5		3/31/20

				※R4.3.4時点の検索 ジテン ケンサク

				　「写真・施工管理」で検索しても現状は該当技術なしとなるものの、今後登録される可能性もあることから、検索条件として追加しておく。 シャシン セコウ カンリ ケンサク ゲンジョウ ガイトウ ギジュツ コンゴ トウロク カノウセイ ケンサク ジョウケン ツイカ





検索ルール

				検索場所(NETIS分類) ケンサク バショ ブンルイ		キーワード		検索単語 ケンサク タンゴ		○選択肢(案) センタクシ アン		×目的外等 モクテキガイ トウ		備考 ビコウ

		ケース０				■コスト・生産性 セイサン セイ

		ケース１		全て スベ		■コスト・生産性 セイサン セイ		写真管理 シャシン カンリ		12		-

		ケース２		全て スベ		■コスト・生産性 セイサン セイ		写真撮影 シャシン サツエイ		-		-

		ケース３		全て スベ		■コスト・生産性 セイサン セイ		写真・資料管理 シャシン シリョウ カンリ		-		-

		ケース４		全て スベ		■コスト・生産性 セイサン セイ		写真・施工管理 シャシン セコウ カンリ		-		-







合算表・結果



		重複 チョウフク						○選択肢(案) センタクシ アン		理由(適用外､追加) リユウ ツイカ		No.		NETIS登録番号		技術名称
(リンク先イントラ)		アブストラクト		登録年度		技術の位置付け		区分		レベル1		レベル2		活用効果調査		活用効果評価		評価点		技術審査証明		経済性向上		工程短縮		開発年		開発会社		備考		従来技術 ジュウライ ギジュツ

		-						○候補 コウホ		候補
○ISMAP対応 コウホ タイオウ		1		KK-210003-A		データ共有クラウドサービス「CIMPHONY Plus」		本技術は、写真や3次元データを時間と位置情報で管理し3次元地図上に可視化して現場状況を確認する技術で、従来はサーバー等からデータをダウンロードして専用ソフトで閲覧、印刷・データ共有していた。活用により経済性、データ品質、施工性向上、工程短縮が期待できる。 		2021 (R03)				システム		ＣＡＬＳ関連技術		その他		有 3件								★		★		2019 (H31)		福井コンピュータ株式会社				サーバー等からデータをダウンロードして専用ソフトで閲覧、印刷・データ共有 

		-						○		過年度○ カネンド		4		HR-190001-A		工事写真 黒板自動解析システム		本技術は自動解析専用黒板に記載された手書き文字を自動解析し、工事写真の自動振り分け、施工管理情報を自動入力する技術で、従来は目視・手動で工事写真の振り分け、施工管理情報の入力をしていた。本技術の活用により、経済性の向上、工程の短縮が期待できる。 		2019 (R01)				システム		ＣＡＬＳ関連技術		その他		有 5件								★		★		2018 (H30)		株式会社ワイズ				目視・手動による工事写真管理業務 

		-						○		過年度○ カネンド		5		QS-170010-A		調査写真撮影用アプリ		アプリ内に、黒(白)板情報と矢印を表示させたスマートフォンを使って撮影を行えば、写真帳と調査書が自動作成される。またアプリ画面の左側1列に着工前の画像が表示されるので、着工後の撮影ではアングルが合わせやすく撮り忘れもなくなる。改ざん防止対策も講じている。 		2017 (H29)				システム		ＣＡＬＳ関連技術		その他										★		★		2015 (H27)		株式会社 零SPACE				黒(白)板と指し棒を使用した写真撮影及び手入力による調査書作成と写真帳整理業務 

		-						○		過年度○ カネンド		6		KT-170025-A		cyzen		本技術は、スマホで工事写真業務と自動仕分けができる技術で、従来はデジカメとPCを用いて手作業で仕分けを行っていました。 本技術の活用により、スマホのみで作業ができ、自動で仕分けが行われ時間と人件費が削減されるので、経済性の向上が図れます。 		2017 (H29)				システム		建築		施工管理		有 1件								★				2016 (H28)		レッドフォックス株式会社				デジカメとPCを用いて手作業で仕分けを行う方法 

		-						○		過年度○ カネンド		7		KTK-160024-VE		蔵衛門Pad		従来、木製黒板とカメラにより工事写真撮影が行われていたが、本技術は、カメラ機能付きタブレット端末とクラウドサービスを使用して、撮影情報の入力、その情報を基にした電子小黒板入り工事写真の撮影、撮影した工事写真台帳の自動作成を一貫して行う技術となっている。 		2016 (H28)		[★ 活用促進]		製品		港湾・港湾海岸・空港		土工		有 78件		有						★		★		2015 (H27)		株式会社ルクレ				手書きを主とした黒板による工事写真撮影及び手入力による工事写真整理・工事写真台帳作成業務 

		-						○候補 コウホ		候補
ASP(過年度○のKK-110050と同じ コウホ カネンド オナ		8		KT-160033-VE		BeingCollaboration PM		本技術は受発注者間の工事書類等のやり取りをインターネットで行う技術で従来は「土木工事の情報共有システム活用ガイドライン」に準じた情報共有システムを使用していた。本技術の活用により工程表の作成及び提出までに要する時間を短縮できるため経済性の向上が図れる。 		2016 (H28)				システム		ＣＡＬＳ関連技術		その他		有 7件		有		3.60				★		★		2016 (H28)		株式会社ビーイング				「土木工事の情報共有システム活用ガイドライン」の仕様に準じた情報共有システム 

		-						○		過年度○ カネンド		9		KT-160005-VE		SnapChamber電子小黒板アプリ(スマートデバイス用)		本技術は撮影時写真内部に黒板情報を埋め込み、写真の自動整理をおこなうものです。従来は物理黒板を使用した写真撮影及び手入力による写真整理を行っていた。本技術の活用により写真整理業務の自動化が図れるとともに、写真の視認性が上がるので品質が向上します。 		2016 (H28)				システム		ＣＡＬＳ関連技術		その他		有 17件		有		3.67				★		★		2014 (H26)		リコージャパン株式会社				物理黒板使用した写真撮影及び手入力による写真整理業務 

		-						○		過年度○ カネンド		10		KK-130056-VE		Booth工事写真アプリ		本システムは工事現場における写真撮影をスマートフォンの画面内のみでデータ作成し自動整理する技術であり、従来は黒板・チョークとデジタルカメラを使用していた。本技術の活用により、経済性及び品質の向上が期待できる。		2013 (H25)				システム		ＣＡＬＳ関連技術		その他		有 31件		有		3.48				★				2011 (H23)		株式会社Booth				木製の黒板とチョークを使用したデジタルカメラによる出来形管理(写真管理) 

		-						○候補 コウホ		候補
・EX-TREND武蔵 「施工管理」写真管理有り コウホ シャシン カンリ ア		11		KK-120022-VE		積算データ活用施工管理システム		本技術は土木標準積算データを読込み、施工管理業務を効率的に行うシステムです。従来は表計算ソフトを使用し手入力により行っていたが、本技術の活用により、施工管理情報の共有化を実現、それに伴い書類作成の効率化、経済性向上を実現できるシステムです。		2012 (H24)				システム		ＣＡＬＳ関連技術		その他		有 12件		有		3.64				★		★		2011 (H23)		福井コンピュータ株式会社				表計算ソフトを用いた手入力による施工計画、工程計画、出来形管理、写真管理、品質管理、電子納品等の施工管理業務 

		-						○候補 コウホ		候補
○ISMAP対応 コウホ タイオウ		10		KT-200062-A		フォトラクション		本技術は工事現場等で使う写真図面書類を一元管理し端末より関係者全員が瞬時に共有できる技術である。従来は個別管理で複雑化していた。本技術の活用により、現場単位によるデータの整理・共有を一貫で行うことが可能となり、施工性の向上・経済性の向上が図れる。 		2020 (R02)				システム		ＣＡＬＳ関連技術		ＧＩＳ（地理情報システム）		有 1件								★		★		2018 (H30)		株式会社フォトラクション				手作業による写真、図面、書類の整理や情報の共有、蓄積 

		-						○		過年度○ カネンド		24		KT-180030-VE		スマートデバイス用 デジタル野帳アプリ		本技術は、紙の野帳をデジタル化するもので、従来は、紙の野帳に書き込み、デジカメで写真撮影、事務所に戻ってパソコン作業で対応していた。本技術の活用により、事務所に戻ることなく現場で記録のデジタル化が可能になるので、業務の時間短縮と品質の向上が図れます。 		2018 (H30)		[★ 活用促進]		システム		ＩＴＳ関連技術		その他		有 18件		有		3.94				★		★		2015 (H27)		株式会社MetaMoJi、株式会社大林組				紙の野帳にペンで書き込み、デジカメで写真撮影、事務所に戻ってパソコン作業 

						●一般(分類)=絞り込み無し、キーワード=■コスト・生産性、検索ワード=写真・資料管理 イッパン ブンルイ シボ コ ナ セイサンセイ ケンサク

		-						○		過年度○ カネンド		1		KT-180049-A		&ANDPAD		本技術は、監督と作業員の間の連絡調整がスムーズに確実に行えるように支援するツールで、従来は、監督と作業員の電話や対面による連絡調整で対応していた。本技術の活用により、作業場所を離れることなく手間と時間を低減でき、施工性の向上および工程の短縮が図れる。 		2018 (H30)				システム		ＣＡＬＳ関連技術		その他										★		★		2015 (H27)		株式会社オクト				監督と作業員の電話や対面による連絡調整 

						●一般(分類)=絞り込み無し、キーワード=■コスト・生産性、検索ワード=写真・施工管理 イッパン ブンルイ シボ コ ナ セイサンセイ ケンサク

		-										0		無し ナ

								△		過年度○ カネンド				KK-120004-VE		CAD機能を搭載した土木測量支援現場端末システム(TREND-FIELD) キノウ トウサイ ドボク ソクリョウ シエン ゲンバ タンマツ		本技術は、CAD機能を搭載した事により設計図データを取込める現場端末システムである。従来は巻尺やレベルで行っていた出来形管理において、本技術の活用により、別途TSと接続する事で、出来形管理や工事測量(横断測量、杭打ち測量等)が行えるシステムです。		2012(H24)		[★ 活用促進]		システム						有　73件 ユウ ケン		有 ユウ		3.75								2012(H24)		福井コンピュータ株式会社 フクイ カブシキガイシャ				巻尺及びレベルによる出来形測量				写真管理を行う技術ではない シャシン カンリ オコナ ギジュツ





様式３

						別紙－３ ベッシ



		施工管理における写真管理の生産性向上に資する技術　　　　　　　(別紙２） ベッシ

						（R4.3）

		 No.		技術名称		NETIS番号 バンゴウ

		1		SnapChamber電子小黒板アプリ
 (スマートデバイス用)		KT-160005-VE

		2		蔵衛門Pad		KTK-160024-VE

		3		工事写真黒板自動解析システム		HR-190001-A

		4		Booth工事写真アプリ		KK-130056-VE

		5		&ANDPAD		KT-180049-A

		6		スマートデバイス用
デジタル野帳アプリ		KT-180030-VE

		7		調査写真撮影用アプリ		QS-170010-A

		8		cyzen		KT-170025-A

		9		データ共有クラウドサービス「CIMPHONY Plus」 		KK-210003-A 

		10		BeingCollaboration PM		KT-160033-VE 

		11		積算データ活用施工管理システム		KK-120022-VE 

		12		フォトラクション		KT-200062-A 
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•新技術活用の背景

•新技術活用システムの概要

 新技術情報提供システム（NETIS)の概要

•新技術情報提供システム（NETIS）の改良
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新技術情報提供システム
（New Technology Information System）

登録情報

 申請情報

技術的事項及び経済性に係る情報

等の技術開発者の申請情報

 評価情報

新技術活用評価会議による事前審

査、事後評価結果に関する情報等

新技術除情報提供システムとは、新技術活用システムの中核となる、新技術
に係る情報を収集し、共有・提供するデータベース

新技術の
開発・改良
（開発者）

新技術の活用
（公共工事）

新技術の
客観的評価

（産学官の評価会議）

登録

情報
提供

評価の
公表

NETIS

新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）とは
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NETIS登録番号は、①登録地方整備局等識別記号、②登録年度番号、
③受付番号、④情報種別記号により構成〔実施要領 「3.2.4 NETIS登録番号」〕

例)「乾式ワイヤーソーイング工法」 ＫＴ－０８ ０００４－ＶＥ
① ② ③ ④

関東地整で2008年度に4番目に登録された技術で、活用効果評価が実施され、継続調査等の対象としない技術

NETIS登録番号の付与ルール

①
登 録

申請を受付した地方整備局等毎に２文字のアルファベットで表記
※港湾空港部で登録した技術は３文字で標記

地 方 整 備 局 等

識 別 記 号

② 登 録 年 度
番 号

登録された年度を西暦の下２桁で表記

③ 受 付 番 号 地整等毎、年度毎に受け付けた順番を示す

④ 情 報 種 別
記 号

「－Ａ」
〔application:申請〕 NETIS(評価情報)に評価結果が掲載されていない技術

「－Ｖ」※
〔value：評価〕 NETIS(評価情報)に掲載された技術

「－ＶＲ」
〔value revalue：再度評価〕

事前審査、試行実証評価、または活用効果評価を実施した技術
のうち継続調査等の対象となった技術

「－ＶＥ」
〔value end：評価終了〕

活用効果評価を実施した技術のうち継続調査等の対象としない
技術

※ (旧)実施要領による
登録整備局等識別記号

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

建 設 ＨＫ ＴＨ ＫＴ ＨＲ ＣＢ ＫＫ ＣＧ ＳＫ ＱＳ ＯＫ

港湾空港 ＨＫＫ ＴＨＫ ＫＴＫ ＨＲＫ ＣＢＫ ＫＫＫ ＣＧＫ ＳＫＫ ＱＳＫ ＯＫＫ

NETIS登録番号〔登録年度、情報種別記号 等〕
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ＮＥＴＩＳへの掲載期間

申請情報の掲載期間は当初にNETISに登録した日の翌年度の４月１日から起算して
５年を経過した日まで

◇NETIS(評価情報)〔「－ＶＲ」技術〕
評価情報〔－VR〕の掲載期間はNETIS(評価情報)に掲載
された日の翌年度の４月１日から起算して５年を経過した
日まで

◆ＮＥＴＩＳへの掲載期間 〔実施要領「3.2.5 NETIS掲載期間等」〕

掲載終了

掲載終了

5年 評価情報〔－VE〕の掲載期間は当初にNETIS (申請
情報) に登録した日の翌年度の４月１日から起算して
10年を経過した日まで

◇NETIS(申請情報)〔「－A」技術〕

掲載終了

5年 10年

◇NETIS(評価情報)〔「－ＶＥ」技術〕

活用効果調査：5件
⇒活用効果評価(事後評価)を実施
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新技術情報提供システム -NETIS-



新技術情報提供システム -NETIS- 技術の検索



新技術情報提供システム -NETIS- 技術の検索

技術的事項及び経済性に係る情報等の
技術開発者の申請に基づく情報



推奨技術

「推奨技術」、「準推奨技術」、「活用促進技術」の技術検索が容易に可能。

有用の新技術の検索

準推奨技術 活用促進技術

新技術情報提供システム -NETIS- 技術の検索



•新技術活用の背景

•新技術活用システムの概要

•新技術情報提供システム（NETIS)の概要

 新技術情報提供システム（NETIS）の改良
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活用効果調査オンライン入力登録システムの運用

◆活用効果調査表作成に要する日数短縮・事務の省力化を目的に改良。

○ 手続き全てをＷｅｂ上で実施。調査表作成から登録までを迅速化。

[ 改良前 ]

Web上で記入・保存

調査表提出状況を
自動整理・表示

調査表一覧表
自動作成

活用効果評価表
自動作成

●様式作成、DL、ﾒｰﾙで提出とやりとりが多い ---> ○Web上で記入登録、次記載者に自動通知
●何を記載すれば良いか分からない ---> ○入力アシスト機能(QAチャットボット、簡易な文章チェック)

○不備、空欄等の自動確認機能
●調査表状況把握、集計、確認に手間がかかる ---> ○計画書、調査表の提出状況を自動的に表形式整理

施工者

計画書･調査表作成

提出用
ﾌｧｲﾙDL

NETIS

提出/訂正
(ﾒｰﾙ等)

監督職員
事務所
担当者

計画書
調査表
作成･
訂正

技術
事務所

提出用
ﾌｧｲﾙ確認

調査表登録

提出/訂正
(ﾒｰﾙ) 監督職員

事務所担当者
技術
事務所

[ 改良後 ]

不備、空欄等を自動確認通知 提出（進捗）状況を自動整理

提出/訂正
(ﾒｰﾙ)

提出用
ﾌｧｲﾙDL

調査表
作成・登録 NETIS

(Web)

施工者

計画書・調査表
作成・登録

調査表確認

(登録)ｼｽﾃﾑにて通知

(訂正)ｼｽﾃﾑにて通知

(登録)ｼｽﾃﾑにて通知

(訂正)ﾒｰﾙ等

関東地方整備局
施工企画課 施工係



活用効果調査表 作成方法①

①NETISへログイン（https://www.netis.mlit.go.jp/netis/）
②登録申請書作成/活用効果調査表作成タブを選択
③活用効果調査表作成（評価情報）を選択
④WEB活用効果調査表（仮称）の作成を選択

⑤調査表を作成する対象技術のNETIS登録番号を入力し、検索。

②

③

④

⑤

https://www.netis.mlit.go.jp/netis/


活用効果調査表 作成方法②

⑥「ログインIDパスワードを新規登録」を選択

**-******

※画面は作成中のため、
実際と異なる可能性が
あります。

⑥



活用効果調査表 作成方法③

⑦必要事項を入力のうえ「申請」を選択

**-******

※画面は作成中のため、
実際と異なる可能性が
あります。



活用効果調査表 作成方法④

⑧監督職員・施工者双方に、IDPSおよび調査表アドレスが送付される。
⑨メールに記載のアドレスより、調査表作成ページへアクセス。

●●●●●●●●●●工事

●●●●

●●●●●

●●●●● ●●●●●

●●●●●

**-******
●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●

●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●

●● ●●

●● ●●

●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●

※画面は作成中のため、
実際と異なる可能性が
あります。⑨



活用効果調査表 作成方法⑤

⑩メールに記載のIDPSを入力し、調査表作成ページへログイン

※画面は作成中のため、
実際と異なる可能性が
あります。

**-******



活用効果調査表 作成方法⑥

⑪新技術活用計画書・実施報告書、活用効果調査表（発注者）、活用効果調査表（施工者）に必要事項を入力し登録。

※画面は作成中のため、
実際と異なる可能性が
あります。

※各調査表に、□記入完了という項目が設定されています。
「登録」ボタン選択前に、チェックが入っていることを
確認してください。



活用効果調査表 提出・確認フロー

オンライン提出フロー

監
督
職
員

NETIS

登
録

技
術
事
務
所(

窓
口)

１ ２ ３ ４

技術事務所へﾒｰﾙ通知

システムより修正依頼ﾒｰﾙ通知

確認用ﾍﾟｰｼﾞにて
最終登録

・修正依頼
・修正内容は、ｼｽﾃﾑ内の

ｺﾒﾝﾄ欄に入力

確認用ﾍﾟｰｼﾞIDPS
でログイン

●施工者が入力後、□記入完了にチェック、登録ボタンを押すと監督職員へ通知。

●監督職員が、内容確認・入力後、□記入完了にチェック、登録ボタンを押すと関東技術事務所へ通知。

※事務所発注課が内容を確認する場合、登録ボタン選択前に監督職員のIDPSにてログイン。

●関東技術事務所で記入内容を確認。内容に問題が無ければ、NETISへ登録。

記入内容に修正が必要な場合は、システム内の「差し戻し」機能にて、修正箇所を監督職員へメール通知。

●監督職員、施工者にて内容を修正。施工者への修正依頼は監督職員より口頭・個別メールで依頼。

●関東技術事務所の確認中は、他のユーザによる編集は不可。

・施工者の入力内容確認
・発注者調査表入力・登録

発注者用IDPS
でログイン

施工者用IDPS
でログイン

システムでの登録 システムでの差戻し 個別メールなどの対応

施
工
者

調査者（発注者）にﾒｰﾙ通知

・施工者調査表入力・登録

口頭・個別ﾒｰﾙで修正依頼



オンライン入力登録システム運用スケジュールほか

令和４年 令和５年以降

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 1月 ２月 ３月

現行システム

活用効果調査
オンライン入力
登録システム

運用開始（新規作成・登録、修正）

◆令和４年４月１日以降に活用する技術より、オンライン入力登録システムの適用を開始。
・新技術の活用予定が来年度以降の場合は、４月１日以降にオンライン入力登録システムにて作成・提出
（活用計画書の作成・提出も４月１日以降に行う）。

・国債工事の場合、新技術の活用が令和３年度の場合は現行システムにより作成・提出。令和４年４月以降に現場で
活用する場合は、オンライン入力登録システムで作成・提出する。

◆旧システムによる新規作成・登録は令和３年度末で停止。
（令和３年度以前に作成した調査表を修正するため、現行システムの修正機能のみ当面継続）
ただし、作成済みのデータを取込みし修正する機能のため、年度内に活用する工事については３月までに新規作成し、
技術事務所への提出またはデータの一時保存が必要となる。

新規作成・登録

修正機能のみ継続（時期未定）

新規入力停止



活用効果調査表提出に関するお願い

NETIS新規登録
種別記号「－Ａ(事後評価未実施)」

登録から５年で掲載終了

調査表が５件未満

活用効果調査表と事後評価、掲載期間の関係

技術の事後評価
(各地整 有識者会議)

継続調査不要

登録から１０年で掲載終了

NETIS種別記号変更
「－ＶＥ（事後評価済、継続不要）」

NETIS種別記号変更
「－ＶＲ（事後評価済、継続調査）」

継続調査が必要

事後評価から５年又は
登録から１０年で掲載終了

調査表が更に
１０件以上

調査表が５件以上



44

活用効果調査表提出に関するお願い



建設技術展（C-Xross)・建設技術フォーラムのご案内
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